
様式第6号(第2条関係)

工事施行者の能力に関する調書

都市計画法第33条第1項第13号の規定による工事施行者の能力については、下記のとおりです。

記

備考 1 この申告書は、自己の住居又は1ha未満の自己の業務の用に供する目的で行う開発行為に
ついては必要ありません。
2 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記
載してください。

(添付図書)
1 工事施行者の住民票抄本(法人の場合は登記事項証明書)
2 事業税(個人の場合は所得税)及び都道府県民税の納税証明書
3 工事施行者が建設業法(昭和24年法律第100号)第3条第1項の規定による建設業の許可を受けて
いることを証する書類
4 工事費等について融資を受ける場合は融資証明書
5 その他市長が必要と認めるもの
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